
 

令和元年労働組合基礎調査結果（埼玉県） 

 

 

 

 この調査は、埼玉県内の全ての労働組合を対象に、組合員数の状況等について毎年実施しているものである。 

 

 

 

１ 調査対象労働組合 

  調査の対象とした労働組合は、県内に所在し、労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善、その他経済 

 的地位の向上を図ることを主たる目的として組織されている団体 

 

２ 調査時点 

  令和元年６月３０日現在 

 

３ 調査方法 

  郵送等による調査 

 

４ 調査結果の概要 

  (1) 労働組合数及び労働組合員数 

   県内の労働組合数は１，６６２組合、労働組合員数は３６３，５６８人である。前年と比較して、労働組合数 

  は１２組合（０．７％）減少し、労働組合員数は７４０人（０．２％）増加した。 

 

 第１表  年次別労働組合・労働組合員数の推移 

  項目 

労働組合 労働組合員 

年   組合数 

対前年 

増加率 

（％） 

指 数 

(平成 21年=100) 
組合員数 

対前年 

増加率 

（％） 

指 数 

(平成 21年=100) 

21 1,867 △ 1.3 100.0 383,307 △ 0.4 100.0 

22 1,863 △ 0.2 99.8 386,484 0.8 100.8 

23 1,844 △ 1.0 98.8 373,379 △ 3.4 97.4 

24 1,857 0.7 99.5 368,770 △ 1.2 96.2 

25 1,861 0.2 99.7 365,359 △ 0.9 95.3 

26 1,822 △ 2.1 97.6 368,408 0.8 96.1 

27 1,787 △ 1.9 95.7 361,353 △ 1.9 94.3 

28 1,724 △ 3.5 92.3 355,912 △ 1.5 92.9 

29 1,697 △ 1.6 90.9 354,313 △ 0.4 92.4 

30 1,674 △ 1.4 89.7 362,828 2.4 94.7 

令和元 1,662 △ 0.7 89.0 363,568 0.2 94.9 

 



  (2) 産業別組織状況 

 産業別の組織状況をみると、労働組合数は「製造業」が５２５組合（全体の３１．６％）と最も多く、次いで、

「運輸業、郵便業」が２５４組合（同１５．３％）、「卸売業、小売業」が１７４組合（同１０．５％）などと

なっている。 

 労働組合員数でも「製造業」が９５，５２７人（全体の２６．３％）と最も多く、次いで、「建設業」が 

８６，５７８人（同２３．８％）、「卸売業、小売業」が６６，８６２人（同１８．４％）などとなっている。 

 

  第２表  産業別組織状況 

 

 

労働組合 労働組合員 

組合数 構成比（%） 組合員数 構成比（%） 

建設業   
148 

 
    

 
8.9 

  
  
 

86,578 
 
      23.8     

  ( 151 )     ( 9.0 )     ( 86,121 )     ( 23.7 )   

製造業 
    525         31.6         95,527         26.3     

  ( 530 )     ( 31.7 )     ( 94,245 )     ( 26.0 )   

電気・ガス・ 

熱供給・水道業 

    28         1.7         3,131         0.9     

  ( 28 )     ( 1.7 )     ( 3,366 )     ( 0.9 )   

情報通信業 
    26         1.6         4,196         1.2     

  ( 25 )     ( 1.5 )     ( 4,283 )     ( 1.2 )   

運輸業、郵便業 
    254         15.3         39,924         11.0     

  ( 255 )     ( 15.2 )     ( 39,542 )     ( 10.9 )   

卸売業、小売業 
    174         10.5         66,862         18.4     

  ( 181 )     ( 10.8 )     ( 67,102 )     ( 18.5 )   

金融業、保険業 
    77         4.6         19,660         5.4     

  ( 75 )     ( 4.5 )     ( 19,224 )     ( 5.3 )   

宿泊業、 

飲食サービス業 

    8         0.5         11,762         3.2     

  ( 7 )     ( 0.4 )     ( 11,788 )     ( 3.2 )   

教育、学習支援業 
    108         6.5         4,703         1.3     

  ( 107 )     ( 6.4 )     ( 4,983 )     ( 1.4 )   

医療、福祉 
    97         5.8         5,832         1.6     

  ( 100 )     ( 6.0 )     ( 6,008 )     ( 1.7 )   

複合サービス事業 
    8         0.5         526         0.1     

  ( 8 )     ( 0.5 )     ( 531 )     ( 0.1 )   

サービス業 
    85         5.1         6,159         1.7     

  ( 84 )     ( 5.0 )     ( 6,190 )     ( 1.7 )   

公務 
    95         5.7         18,114         5.0     

  ( 95 )     ( 5.7 )     ( 18,872 )     ( 5.2 )   

その他 
    29         1.7         594         0.2     

  ( 28 )     ( 1.7 )     ( 573 )     ( 0.2 )   

合計 
    1,662         100.0         363,568         100.1     

  ( 1,674 )       100.1       ( 362,828 )       100.0     

    (注) １ 構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

         ２ （  ）内は、前年数値である。 

          ３ 「サービス業」には、学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業を含む。 

          ４ 「その他」とは、農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、不動産業、物品賃貸業及び分類不 

             能の産業である。 

業 種 

項 目 



  (3) 企業規模別（民営企業）組織状況 

   民営企業の労働組合数及び労働組合員数を企業規模別にみると、労働組合数では、従業員１，０００人以上の 

  企業の労働組合の割合が民営企業全体の４０．４％を占め、労働組合員数でも従業員１，０００人以上の企業の 

  労働組合員の割合が民営企業全体の５９．２％を占めている。 

 

  第３表  企業規模別（民営企業）組織状況 

      項目 

企業規模 

労働組合 労働組合員 

組合数 構成比（%） 組合員数 構成比（%） 

5,000人以上 
    288         19.2         132,393         38.7     

  ( 296 )     ( 19.6 )     ( 131,929 )     ( 38.8 )   

1,000～     318         21.2         70,049         20.5     

4,999人   ( 312 )     ( 20.6 )     ( 69,449 )     ( 20.4 )   

 500～     102         6.8         16,205         4.7     

999 人   ( 101 )     ( 6.7 )     ( 15,682 )     ( 4.6 )   

 300～     106         7.1         14,250         4.2     

499 人   ( 108 )     ( 7.1 )     ( 14,116 )     ( 4.2 )   

 100～     240         16.0         16,346         4.8     

   299人   ( 233 )     ( 15.4 )     ( 15,917 )     ( 4.7 )   

  99～   
 

204 
 
    

 
13.6 

 
    

 
5,547 

 
    

 
1.6     

30 人   ( 217 )     ( 14.3 )     ( 5,864 )     ( 1.7 )   

29 人以下 
    75         5.0         770         0.2     

  ( 76 )     ( 5.0 )     ( 817 )     ( 0.2 )   

その他 
    168         11.2         86,277         25.2     

  ( 170 )     （ 11.2 ）   ( 86,096 )     （ 25.3 ） 

合 計 
    1,501         100.1         341,837         99.9     

  ( 1,513 )       99.9       ( 339,870 )       99.9     

     (注) １ 構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

        ２ （  ）内は、前年数値である。 

        ３ 「その他」とは、２つ以上の企業の従業員で組織している労働組合である。 

 

  (4) パートタイム労働者の組合員 

 労働組合員数のうちパートタイム労働者についてみると、６５，３４９人で、前年より５１８人（０．８％）

増加した。 

 また、県内の全労働組合員数に占める割合も０．１ポイント上昇し、１８．０％となった。 

 

  第４表  パートタイム労働者の組合員 

     項 

    目 

  年 

  パートタイム労働者の 

  組合員数 

            （人） 

対 前 年 

増 加 率 

       （％） 

 県内全労働組合員数  

 に占める割合 

         （％） 

２７      ４８，７３８   △５．４    １３．５ 

２８      ５４，５０４   １１．８    １５．３ 

２９     ５４，８７１    ０．７    １５．５ 

３０     ６４，８３１   １８．２    １７．９ 

令和元     ６５，３４９    ０．８    １８．０ 



  (5) 年次別推定組織率の推移 

 労働組合員数を県内の推定雇用者数で除した推定組織率は、前年より０．１ポイント低下し、１３．７％とな

った。 

 

  第５表  推定組織率の推移 

     項 

    目 

 年 

埼玉県 全 国 

労働組合員数 

     （人） 

雇 用 者 数 

     （人） 

推定組織率 

      （％） 

労働組合員数 

     （人） 

雇 用 者 数 

      （人） 

 推定組織率 

      （％） 

２７    361,353   2,504,812       14.4    9,882,092   56,650,000      17.4  

２８      355,912    2,537,974       14.0   9,940,495   57,400,000    17.3 

２９      354,313    2,585,727       13.7   9,981,437   58,480,000    17.1 

３０      362,828    2,626,405       13.8   10,069,711   59,400,000      17.0 

令和元      363,568    2,663,104       13.7   10,087,915   60,230,000      16.7 

    (注) 平成２７年～令和元年の埼玉県の雇用者数は、「平成２６年経済センサス基礎調査」（総務省統計局） 

    の埼玉県の雇用者数に、平成２６年６月と各年６月の「労働力調査」（総務省統計局）の全国雇用者数から 

      算出した雇用者数の伸び率を乗じて算出した推計値。 

 


